工事請負競争入札参加資格者登録申請書兼
条件付き一般競争入札参加資格確認申請書
	                                                            年    月    日　
  
藤  沢  市  長


                          住所又は
                          所在地

                          商号又は
   申      請      者     名    称
　（共同企業体代表構成員）
                          代表者
                          職氏名
                    　　　(共同企業体代表構成員の代表者)                               

                          電話番号



　当共同企業体は、藤沢市民会館等解体工事に係る条件付き一般競争入札に参加するため、共同企業体資格者登録をしたいので関係書類を添えて申請します。また、かながわ電子入札共同システムにて行う書類提出等の手続きについては、代表構成員が行います。
　なお、この申請書及び関係書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。  


	


共同企業体
代表者以外
の構成員


	住所又は所在地



	商号又は名称




	
	代表者職氏名



	電話番号

（    ）


	

共同企業体

各構成員の
建設業の許可

	許可番号及び許可・更新年月日

	
	
代　表
構成員

	
（大臣・知事）許可　（特定）　　　（ 　　  　　 ）号
                                      年    月    日

	
	
構成員


	
（大臣・知事）許可　（特定・一般）（ 　　　　   ）号
                                      年    月    日



共同企業体代表構成員施工実績調書


  代表構成員：

	
工  事  名
	
契約金額(千円)
	
  工  事  概  要
	
完成年月日
	
発注者

	






	






	






	

年

月   日


	
　藤沢市

　国・県

　その他
(　　  　 )

	







	







	







	

年

月   日



	
　藤沢市
  　　
　国・県
　　
　その他
(　　　　 )



　「平成２３年度以降、解体工事、建築一式工事またはとび・土工・コンクリート（※）で１件あたり350,000,000円以上の元請施工実績（官公庁の発注に係る工事に限ります。共同企業体施工の場合は、出資比率の持分が３０％以上、かつ350,000,000円以上とします。）を有すること。」

※とび・土工・コンクリートでの実績の場合、２０１１年（平成２３年）４月１日から２０１６年（平成２８年）５月３１日の実績とする。

入札参加資格要件に掲げる工事の施工実績を１件以上記入してください。
（工事概要は、できるだけ詳しく記入してください。）
  なお、上記施工実績のうち、１件の工事について、契約書及び設計書等工事の概要が確認できる書類の写し（コリンズしゅん工カルテ可）を添付してください。


共同企業体構成員別配置予定技術者調書

 代表構成員：
	

　監
　理
　技
　術
　者
(専任)

	住　　所
	


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　　名
	



	
	生年月日
	


	
	入社年月日
	


	

　監
　理
　技
　術
　者
(専任)

	住　　所
	


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　　名
	



	
	生年月日
	


	
	入社年月日
	



構　成　員：
	

　主
任
技
　術
　者
(専任)

	住　　所
	


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　　名
	



	
	生年月日
	


	
	入社年月日
	


	
　
　主
任
技
　術
　者
(専任)
	住　　所
	


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　　名
	



	
	生年月日
	


	
	入社年月日
	




（注１）配置予定技術者は、「２名」まで記載することができますが、落札後の契約時　　　には、２名のうちいずれか１名を必ず配置してください。また、この工事に配置する技術者が決定している場合には、その技術者１名のみを記載してください。（２０２６年１２月１日（火）時点で他工事に従事していないこと。）
（注２）届出された配置予定技術者は、上記情報を神奈川県市町村電子自治体共同運営　　　センターに照会することに同意したものとします。また、契約時に確定した監理技術者及び主任技術者については、神奈川県市町村電子自治体共同運営センターに情報提供することに同意したものとします。
※配置予定技術者の資格を確認できる書類（本籍部分を削除又は黒塗りしたもの）及び雇用の確認ができる書類（監理技術者資格者証、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、雇用証明書等）の添付をお願いします。
（監理技術者の場合は、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証。雇用の確認として、監理技術者資格者証の裏面、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、雇用証明書等）
※専任特例による兼務を希望する場合、本調書を提出する前に契約課に相談してください。発注機関の確認を得たうえで、該当にチェックをして、兼務する監理技術者等の氏名を記載してください。
　□専任特例による兼務を希望する（監理技術者等の氏名：　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年    月    日
委    任    状

　　　私は、藤沢市民会館等解体工事の入札にあたり、次の者を代理人と定め、次の事項に関する権限を委任します。

       委  任  事  項
           ・  見積、入札に関すること。
           ・  契約締結に関すること。
           ・  契約金、前払金及び部分払金の請求並びに保証金の返還請求に
 　　　　　　　関すること。
           ・  復代理人の選任に関すること。
           ・  その他契約履行に関する一切のこと。

       委  任  期  間
               自              年    月    日
               至      請負契約の履行後２４カ月を経過する日
　
 藤  沢  市  長

       委  任  者      住所又は
                       所在地
                       商号又は
                       名    称
                       代表者
                       職氏名印                               　     ㊞ 

       受  任  者      住所又は
                       所在地
                       商号又は
                       名    称
                       代表者
                       職氏名印                             　       ㊞




※押印を省略する場合は、欄外に発行責任者と担当者の役職・氏名および連絡先をそれぞれ記入してください。

使　用　印　鑑　届
	
                                                        　年    月    日

　次の印鑑は、入札書（見積書）、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用したいのでお届けします。

                        住所又は
                        所在地
  使用印                                                        

	





	




	        商号又は
        名    称

        代表者
        職氏名印                                     ㊞
                                                  

	
	
	

	



宣　誓　書
	
                                                        　年    月    日

                        住所又は
                        所在地

                        商号又は
                        名    称

                        代表者
                        職氏名印                                　   ㊞



  入札参加に当たり、次の事項について宣誓いたします。
　 １  関係法令を遵守し、贈賄、脱税、談合等不正行為は一切行わないこと。
　 ２  談合等不正の疑いが生じたときは、市のとる措置に従い一切異議を申し         立てないこと。





